
１　相談件数の推移

２　男女雇用機会均等法相談件数

３　男女雇用機会均等法相談割合（奈良県　全国）

奈良労働局雇用環境・均等室における相談・指導の状況

（資料１）
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育児・介護休業法及び男女雇用機会均等法が改正（平成29年1月1日施行）され、育児・介護休業法に関する相談件数

が増加。このグラフの「マタハラ」相談件数は、妊娠・出産等不利益取扱い、育児休業等不利益取扱い、妊娠・出産・育

児休業等ハラスメント措置の件数をまとめたもの。 
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平成27年度 26 72 36 0 24 68

平成28年度 12 86 39 35 34 61
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妊娠・出産等を理由とするハラスメント対策の事業主への措置義務は、法改正により平成29年1月から新設された

ため、妊娠・出産等に関するハラスメント防止対策の相談件数が増加。 
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（H２８年度 奈良県 全国） 
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平成28年度の相談割合を全国と比較すると、奈良県は「妊娠・出産等ハラスメント」「母性健康管理」の

割合が多く、一方、「妊娠・出産等の不利益取扱い」の割合は少ない。 

837 



４　育児・介護休業法相談件数

５　パートタイム労働法相談件数

割合が多く、一方、「妊娠・出産等の不利益取扱い」の割合は少ない。 
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平成２７年度 147 188 59 108 32 2 0 0 63

平成２８年度 272 553 223 525 22 3 80 72 162
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平成２８年度の相談件数は大幅に増加したが、平成２９年１月施行の改正法に関する問い合わせのためと考えられる。 

均等・均衡待遇 体制整備 正社員転換 その他 

平成２７年度 2 3 0 7

平成２８年度 3 5 5 11
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平成28年度のパートタイム労働法の相談件数は、平成27年度に比べて増加した。 

 （12件→24件） 



６ 男女雇用機会均等法指導件数

７ 育児・介護休業法指導件数

８ パートタイム労働法指導件数

均等・均衡待遇 体制整備 正社員転換 その他 

平成２７年度 3 223 44 53

平成２８年度 2 187 43 40
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労働条件の文書交付（66件）、措置内容の説明（37件）、相談のための体制整備（35件）、就業規則の作

成手続（26件）、短時間雇用管理者（23件）等、体制整備に関する指導を多く行っている。 
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平成２７年度 38 227 34 97 0 0 0 0 33

平成２８年度 46 207 43 165 0 0 34 34 53
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妊娠・出産等ハラスメント対策は、平成29年1月改正により新設された。セクシュアルハラスメント対策の件数が減

少した理由は、平成27年度は指針ごとにカウントをしていたが、平成28年度は指針をまとめて、1件とカウントする

こととしたためである。 
 

育児・介護ハラスメントに関する指導は、平成２９年１月施行の改正からによる。 

育児休業以外は、育児短時間勤務、子の看護休暇、育児のための所定外労働の制限・時間外労働の制限など、 

介護休業以外は、介護のための勤務時間短縮等の措置、介護休暇、介護のための時間外労働の制限など 


